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協働 施策レビュー 改善提案への対応状況 
１ 基本情報 

議論した施策 多⽂化共⽣社会の形成 

実施⽇／班名 ９⽉８⽇（⼟） 第１班 担当部局名 地域外交局 多⽂化共⽣課 
○ 異 な る ⽂ 化 や ⽣ 活 習 慣 に つ い て の 相 互 理 解 を 深 め 、外 国 ⼈ 県 ⺠ も

安 ⼼ し て ⽣ 活 を 送 り 、 活 躍 で き る 環 境 を 整 備 す る 。  ⽬ 標  

①  外 国 ⼈ 県 ⺠ も 安 ⼼ し て 暮 ら せ る 環 境 の 整 備  
主 な 取 組  ②  外 国 ⼈ 県 ⺠ の ⽣ 活 環 境 全 般 の 充 実  

③  外 国 ⼈ 県 ⺠ も 活 躍 で き る 場 の 提 供  
 
２ 施策背景 

 外国⼈県⺠は、1990 年「出⼊国管理及び難⺠認定法」改正法の施⾏により、⽇系３世まで就労の
制限のない「定住者」の在留資格が創設されて以降、1993 年の技能実習制度の創設もあり、増加
を続けた。 

 2008 年の経済危機や 2011 年の東⽇本⼤震災の影響で減少した時期はあるものの、国内景気の回
復とともに、近年再び増加傾向にある。 
また、「永住者」は、2008 年の経済危機以降も減少することなく微増傾向にあり定住化が進んで
いる。 

 県内の外国⼈県⺠は、8 万 2 千⼈と県⺠の 2%を超えていることから、国籍や⽂化の違いを相互
に理解し外国⼈県⺠も地域社会の構成員として社会参画する仕組みを構築するなど、誰にとって
も暮らしやすい「多⽂化共⽣の地域づくり」が求められている。 

 「静岡県内に居住する外国⼈及び⽇本⼈が、安⼼して快適に暮らし、能⼒を発揮することができ
る多⽂化共⽣社会の実現を⽬指す」を基本⽬標に掲げた「ふじのくに多⽂化共⽣推進基本計画」
を策定している。 

 
３ 現状・課題と施策の⽅向 

現状・課題 県の施策の⽅向 

・ ⽇本⼈県⺠と外国⼈県⺠の相互理解を推進する。 

➡ ①外国⼈県⺠も安⼼して暮らせる環境の整備 

・ 異⽂化理解のための機会を創出する。 

アンケート調査によると、⽇本⼈県⺠は、
地域に暮らす外国⼈県⺠に親しみを持つ⼈
が３割程度であり、外国⼈県⺠は、⽇本⼈
県⺠に外国⽂化を理解してもらえる機会の
創出を⾏政に求めている⼈が 3 割を超えて
いる。 ➡ ③外国⼈県⺠も活躍できる場の提供 

・ 災害時に備え、多⾔語等に翻訳・提供する体制を整
備する。 

・ 外国⼈県⺠への防災教育や防災情報を提供する。 
地域社会のコミュニティ機能が低下する
中、災害時、要配慮者として位置付けられ
る外国⼈県⺠への対応が求められている。

➡ ①外国⼈県⺠も安⼼して暮らせる環境の整備 
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・ ⾏政情報の多⾔語化や「やさしい⽇本語」の普及、
医療通訳者や外国語ボランティアなど⽀援⼈材の養
成・登録を推進する。

⽇本語能⼒が不⼗分な外国⼈県⺠に対し
て、様々なコミュニケーション⽀援が求め
られている。 

➡ ②外国⼈県⺠の⽣活環境全般の充実 

・ 医療通訳者や多⽂化ソーシャルワーカーなど⽀援⼈
材を養成する。 

⽂化や⽣活習慣の違い、医療保険や在留資
格など、制度上の違いにより、外国⼈県⺠
が抱える不安への対応が求められている。 ➡ ②外国⼈県⺠の⽣活環境全般の充実 

・ 活躍をしている外国⼈県⺠を⽀援⼈材として養成・
登録する。 

外国⼈県⺠の増加や国籍の多様化に伴い、
外国⼈県⺠を⽀援する⼈材が不⾜してい
る。 ➡ ③外国⼈県⺠も活躍できる場の提供 

・ 「外国⼈労働者の適正雇⽤と⽇本社会への適応を促
進するための憲章」理念を普及する。 

・ 就職⽀援・定着⽀援（政策の柱 4-1） 

外国⼈求職者・労働者は⽂化や⾔語の違い
があることから、多様性に配慮した安全で
働きやすい労働環境整備等のきめ細かな⽀
援が必要である。 ➡ ③外国⼈県⺠も活躍できる場の提供 

 
４ 施策レビューの結果（施策改善提案）とその反映状況 

県の進める多⽂化共⽣施策が、外国⼈を増やしていく⽅向性であるならば、「多⽂化
共⽣社会の形成」が必要な理由を整理し、啓発を図ることが必要。 

現在の多⽂化共⽣の段階としては、コミュニケーションや相互理解を図る段階の第
１フェーズであることから、外国⼈県⺠には、⽇本⽂化の理解や規範意識の向上を図
る機会を創出するとともに、⽇本⼈県⺠には、異⽂化の理解や外国⼈差別に関する理
解啓発を推進する必要がある。 

また、地域や学校における相互理解の推進については、静岡で⽣まれ育った「第 2
世代」と呼ばれる⼦ども達をどのように活⽤していくかが鍵となる。 

 

改善提案内容 施策への反映状況等 

これまで、多⽂化共⽣の理解を推進するための出前講
座は、⼩中学校や放課後児童クラブ等、次代を担う⼦供
を中⼼に実施してきたが、公⺠館活動や各種研修、⺠間
企業と連携して実施するなど対象を拡⼤し、様々な⽴場
の県⺠に対して異⽂化理解の促進を図る。 

 様々なイベントや学びの機会を創出
し、外国⼈県⺠と⽇本⼈県⺠とのコミ
ュニケーションやお互いの「違い」を
認めた上で尊重し合う精神を学ぶこと
が必要。 
なお、普段、イベントや地域との交流
に参加しない⼈たちも参加しやすい、
また参加しなければならないと思うよ
うな仕組みや内容を検討していくこと
が重要。 

2019 年度から、多⽂化共⽣に関する様々な課題に適切
に対応するため、副知事を本部⻑とする「多⽂化共⽣推
進本部」の機能を強化し、関係部局で構成するワーキン
ググループを設置するなど部局横断的に課題へ取り組
み、多⽂化共⽣社会の実現を推進する。 
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 標識や広報、パンフレット等は、多⾔
語化を原則とするともにイラストや漫
画などを活⽤し、誰もが理解しやすい
⼿法を活⽤する。 

県や市町の広報やパンフレット等については、国際交
流員によるネイティブチェックなど、多⾔語化の充実を
図るとともに、多⽂化共⽣推進本部幹事会や市町情報交
換会の中で、より⼀層、多⾔語化及びやさしい⽇本語に
よる情報提供に取り組むよう働きかけていく。 

また、避難経路や避難所を⽰す災害⽤ピクトグラムの
活⽤を市町に提案するなど、誰もが理解できる⼿法につ
いても情報提供していく。 

 翻訳アプリ等のコミュニケーションツ
ールの普及、拡⼤を図る。 

2019 年度に外国⼈県⺠へ⽣活・就労等の情報提供や相
談を⾏う「多⽂化共⽣総合相談ワンストップセンター
（仮）」を設置し多⾔語翻訳アプリやテレビ電話システム
導⼊をするとともに、アプリ等の利活⽤⽅法を市町や関
係機関等と情報共有し、普及拡⼤を図っていく。 

また、国では、2020 年東京オリンピック・パラリンピ
ックの際には「⾔葉の壁」のない社会の構築を⽬標に、
多⾔語⾳声翻訳システムの利⽤促進を図ることとしてお
り、国と連携してセンターでの活⽤の充実を図っていく。

<2019 年度新規取組> 
・外国⼈受⼊環境整備事業（新規） 
・（参考）⾏政・⽣活情報の多⾔語化（国事業） 

 「第２世代」は、今後、多⽂化共⽣社
会の形成において活躍が期待されるこ
とから、進学や就業への⽀援を図る。 

「第 2 世代」を含む⽇本語能⼒に課題がある外国⼈児
童⽣徒に対して、2019 年度から学校における⽇本語教育
や学習⽀援を充実させるとともに、⾼校⽣に対しては進
学や就職に向けたキャリア⽀援を実施していく。 

また、｢外国⼈の⼦ども⽀援関係者ネットワーク会議｣
等において、第 2 世代を含めた外国⼈の若者に体験談を
発表する場を設けるなど、あらゆる機会を通じて、第２
世代の活躍につながる場を提供していく。 

<2019 年度新規取組> 
・外国⼈児童⽣徒トータルサポート事業（拡充） 
・外国⼈⽣徒みらいサポート事業（新規） 
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 地域で活躍している外国⼈県⺠等を相
談役とする相談窓⼝など、⾏政だけで
はなく地域の⼈を巻き込んだ相談・⽀
援の場を検討していくことが必要。 

2018 年度に、地域コミュニティのキーパーソン(外国
⼈県⺠)として、外国⼈学校の校⻑や国籍別の親睦グルー
プの中⼼⼈物、市町国際交流協会の相談員といった⽅々
を調査しリスト化した。 

2019 年度に設置予定の「多⽂化共⽣総合相談ワンスト
ップセンター（仮）」において、地域コミュニティのキー
パーソンや地域住⺠の⽅々等に、センターの周知やセン
ターで受け付けた相談への対応など、運営への参画を働
きかけていく。 

あわせて、災害時に設置される県災害時多⾔語⽀援セ
ンターからキーパーソンへの情報発信など、リストを活
⽤し、災害時の⽀援体制を強化していく。 

 ⾔語、医療通訳等の⾼度な能⼒を持つ
⼈材の、ボランティアだけでなく就労
の場となる仕組みづくり。 

県国際交流教会に登録されている医療通訳者等に対し
て、フォローアップ研修を実施し資質向上を図る。 

また、病院等に対し、医療通訳の⼀層の活⽤に向けた
研修を実施し、活躍の場の拡⼤を図っていく。 

 


